
現 金 ・ 預 金 46,543,484 営 業 未 払 金 831,455,979

受 取 手 形 5,610,000 未 払 金 160,491,845

営 業 未 収 入 金 1,720,506,647 リ ー ス 債 務 3,415,964

商 品 976,061,555 未 払 法 人 税 等 132,524,000

前 払 費 用 8,127,288 未 払 費 用 30,612,921

未 収 入 金 6,220,814 預 り 金 496,992,590

そ の 他 の 流 動 資 産 10,976,111 賞 与 引 当 金 48,398,000

― 役 員 賞 与 引 当 金 10,785,000

― そ の 他 流 動 負 債 330,000

2,774,045,899 1,715,006,299

建 物 27,912,964 退 職 慰 労 引 当 金 11,449,813

構 築 物 709,456 退 職 給 付 引 当 金 155,747,299

車 輌 運 搬 具 340,003 長 期 未 払 金 272,835

工 具 器 具 備 品 3,468,558 長 期 リ ー ス 債 務 6,899,597

土 地 24,510,400 ―

― 174,369,544

56,941,381 1,889,375,843

電 話 施 設 利 用 権 256,000

権 利 金 35,852,039 資 本 金 50,000,000

無 形 リ ー ス 資 産 9,365,500 資 本 準 備 金 390,800,000

― そ の 他 資 本 剰 余 金

45,473,539 資 本 剰 余 金 390,800,000

投 資 有 価 証 券 3,923,899 利 益 準 備 金 9,137,021

関 係 会 社 株 式 254,080,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,094,659,784

保 証 金 20,390,952 別 途 積 立 金 300,000,000

そ の 他 の 投 資 78,002,002 繰 越 利 益 剰 余 金 794,659,784

長 期 繰 延 税 金 資 産 102,166,304 利 益 剰 余 金 1,103,796,805

貸 倒 引 当 金 △ 2,942,000 自 己 株 式 △ 102,104,500

― 株 主 資 本 計 1,442,492,305

455,621,157 その他有価証券評価差額金 213,828

558,036,077 評価・換算差額等計 213,828

1,442,706,133

3,332,081,976 3,332,081,976

貸   借   対   照   表

（単位：円）

資  産  の  部

金  額

負 債 及 び 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 等 計

繰 延 資 産

純資産の部

有 形 固 定 資 産 計

固 定 資 産 計

無 形 固 定 資 産 計

　　　　　　　　　　　　　　　（２０２１年３月３１日） 株式会社　丸　藤

負  債  の  部

金  額

流 動 資 産 計 流 動 負 債 計

科     目科     目

固 定 負 債 計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

・・・・・ 期末日の市場価額等に基づく時価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・・・・・ 先入先出法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

３ 減価償却資産の減価償却の方法

・・・・・ 定額法

・・・・・ 定額法

但し、電話施設利用権は非償却資産です。

・・・・・ ⑴

⑵

４ 引当金の計上基準

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

５ 消費税等の会計処理方法

Ⅱ 当期純利益金額 円

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜き方式によっております。

195,770,489

役 員賞 与引 当金 弊社役員及びセンコーGHD（株）からの出向役員に対する年間賞与を
月次均等で計上しております。

退 職慰 労引 当金 役員の退職給付に備えるため、支給見込額基準に基づいて計上してお
ります。

退 職給 付引 当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計基準に定める簡便法
を採用しております。

但し、工具器具備品については、定率法を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）

リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産、

自己所有の固定資産と同一の方法を採用しております。

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額基準に基づい
て計上しております。

有形固定資産（リース資産を除く）

個　　別　　注 　記　 表

有 価 証 券

商 品


